Sentencing Guidelines of the Traffic Crimes in Japan (3・End) by 柴田 守
交通犯罪の量刑基準（３・完）
柴田 守
――公判請求された事件を中心に――
目 次
はじめに
第１章 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）の量刑基準
第１節 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）が適用された自
動車事故の状況
第２節 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）における刑種の
選択基準
第３節 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）における刑期の
判断基準
第４節 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）における実刑・
執行猶予の判断基準
【以上、専修法学論集１１４号】
第２章 危険運転致死傷罪の量刑基準
第１節 危険運転致死傷罪が適用された自動車事故の状況
第２節 危険運転致死傷罪における刑期の判断基準
第３節 危険運転致死傷罪における実刑・執行猶予の判断基準
【以上、専修法学論集１１６号】
第３章 分析結果を踏まえた総合的検討
第１節 交通犯罪の量刑基準の特質
１．刑種の選択基準
２．刑期の判断基準と標準刑期
３．実刑・執行猶予の判断基準と実刑率
第２節 主な量刑因子の評価
１．過失の態様
２．被害者や第三者の過失
３．示談、被害者の宥恕
４．前科・前歴
おわりに
補 論 階層的ニューラルネットワークによる判別分析
１．分析手続
（１）分析対象 （２）分析方法
２．分析結果
（１）分析精度 （２）独立変数の重要度
３．まとめ
【以上、本号】
第３章 分析結果を踏まえた総合的検討
第１節 交通犯罪の量刑基準の特質
１．刑種の選択基準
（１） 一罪と併合罪
業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）の刑種の選択基準に関し、
変数増減法を用いた刑種の選択基準に関するモデル式から明らかになったの
は、一罪の場合には基本的に禁錮が選択されるが、道路交通法違反との併合罪
の場合には懲役が選択される傾向である。これは、先行研究が指摘していたこ
と
（４９）
を裏づける結果である。
一罪の場合に原則として禁錮が選択されているのは、以下の理由によると考
えられる。
１つには、酒酔い・酒気帯び運転（道路交通法６５条１項、１１７条の２第１号、
１１７条の２の２第１号）、無免許運転（道路交通法６４条、１１７条の４第２号）、救
護不措置（道路交通法７２条１項前段、１１７条）など道路交通法違反との併合罪
になるからである
（５０）
。これは、道路交通法の罰則が、自由刑に関してはほとんど
懲役を中心に定められており（道路交通法１１５条～１１９条（１０６条を除く））、併
合罪として適用する場合には、刑種をあわせる必要があるためだと考えられ
る
（５１）
。
２つには、量刑法において、業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷
罪）が非破廉恥罪とみなされており
（５２）
、道義的評価にもとづく分類がいまだ維持
されているためだと考えられる
（５３）
。量刑法では現在、道義的評価にもとづく分類
が必ずしも一律に承認されている発想ではないと指摘されているが
（５４）
、しかしな
がら、昭和４３年の刑法第８次改正では、業務上（重）過失致死傷事件で懲役刑
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を選択する基準につき、「相当量の飲酒をしたうえでの酒酔い運転、運転技術
未熟者の無免許運転、はなはだしい高速度運転などのいわゆる無謀な運転をし
て事故を起こし、かつ、重大な結果を発生させたような事故」などの悪質重大
な事故に限るという考え方が改正当初から一般的であった
（５５）
。また、「同改正
は、酩酊運転、無免許運転、危険な高速度運転等のいわゆる無謀運転による悪
質重大な事犯を厳重に処罰するための法改正であるから、これによって通常の
業務上（重）過失致死傷事件について一般的に刑が重くならないようその運用
について万全を期することを期待する」という趣旨の国会の附帯決議がなされ
ており、昭和４３年の刑法第８次改正が、破廉恥罪には懲役、非破廉恥罪には禁
錮という法制上の基本的な建前まで変更しようとしたものではなかった
（５６）
。した
がって、上記分類がいまだ維持されていると考えられるのである
（５７）
。
（２） 結果の重大性を考慮した懲役の選択
現在の刑種の選択基準では基本的に、刑の軽重（刑法１０条）が考慮されてい
るわけではないが、近年の裁判例には、一罪の場合でも、結果の重大性を考慮
して、懲役を選択したと推察される裁判例がある
（５８）
。変数増減法を用いた刑種の
選択基準に関するモデル式では、負傷者数「負傷者なし」（－０．１９６）と後遺症
（最も重い負傷者）「あり」（－０．１７６）がいずれもマイナス方向に反応してお
り、結果の重大性を考慮した懲役の選択が一般的であるとまでは評価できない
が、このような動向は注目される。
２．刑期の判断基準と標準刑期
（１） 結果の重大性と累犯加重・併合罪加重
刑期の判断基準に関し、変数増減法を用いた業務上過失致死傷罪（自動車運
転過失致死傷罪）の刑期の判断基準に関するモデル式では、死亡者数「死亡者
あり」（８．８１８）、後遺症（最も重い負傷者）「あり」（４．３４８）、負傷者数「負傷
者２人以上」（１．８８０）がプラス方向に強く反応した。また、変数増減法を用い
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た危険運転致死傷罪の刑期の判断基準に関するモデル式では、死亡者数「死亡
者１人」（４０．２７２）、死亡者数「死亡者２人以上」（２１．７２９）、負傷者数「負傷者
２人以上」（３．２８１）がプラス方向に非常に強く反応した。このような結果か
ら、刑期については、業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）と危険
運転致死傷罪はともに、結果の重大性（死亡者の人数、負傷者の人数や後遺症
の有無）を基軸に判断していると解される。
また、変数増減法を用いた業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）
の刑期の判断基準に関するモデル式では、救護不措置「該当」（１．７５３）がプラ
ス方向に反応し、変数増減法を用いた危険運転致死傷罪の刑期の判断基準に関
するモデル式では、累犯加重「あり」（５．９９８）、運転免許「取消・停止・無免
許」（３．９９４）、不申告「該当」（２．９８３）がプラス方向に強く反応した。累犯加
重や併合罪加重となり、処断刑の上限があがる事案については、宣告刑の判断
でも加重因子として織り込まれているものと思われる。
（２） 標準刑期
本研究での標準刑期（実刑）については、業務上過失致死罪（自動車運転過
失致死罪）では１年６月以上３年以下の範囲であり、業務上過失傷害罪（自動
車運転過失傷害罪）では６月以上２年未満の範囲であった。他方で、危険運転
致死罪（１人死亡）では４年以上６年以下であり、危険運転致傷罪では１年以
上３年以下であった（表６６参照）。自動車運転過失傷害罪と危険運転致傷罪の
差は、法定刑も標準刑期もおおよそ２倍ということになるが、自動車運転過失
致死罪と危険運転致死罪の差は、法定刑がおおよそ３倍であるのに対して、標
準刑期はおおよそ２倍ということになる。
ここでは、致死事犯の法定刑の希離をどのように捉えるかが課題となろう。
道路交通法違反を伴わない自動車運転過失致死事犯（同致死傷事犯を含む）
で、死亡者が多数生じている場合には、本研究で明らかになった刑期の判断基
準から考えると、今後も処断刑の上限に近い刑が宣告されることが予想され
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る
（５９）
。処断刑の上限に近い刑が宣告された過去の事例について犯情や属性などを
含めて詳細に検証して、過失運転致死傷罪（自動車の運転により人を死傷させ
る行為等の処罰に関する法律４条）の法定刑の引き上げが必要であるかどうか
を慎重に見極める必要があろう。
表６６ 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）と危険運転致死傷罪の刑期
の対照表
業務上
過失傷害罪
（自動車運転
過失傷害罪）
業務上
過失致死傷罪
（自動車運転
過失致死傷罪）
業務上
過失致死罪
（自動車運転
過失致死罪）
刑期カテゴリー
危険運転
致 傷 罪
危険運転
致死傷罪
危険運転
致 死 罪
n ％ n ％ n ％ 執 行 猶 予 n ％ n ％ n ％
１ ０．４ ０ ０．０ ０ ０．０ ６月未満 ０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０
７１ ２７．６ ０ ０．０ ２ ０．０ ６月以上１年未満 １ ０．５ ０ ０．０ ０ ０．０
１０８ ４２．０ ２ １６．７ ２１ １．９ １年以上１年６月未満 ４０ １８．０ ０ ０．０ ０ ０．０
３５ １３．６ １ ８．３ １８ ４．７ １年６月以上２年未満 ６３ ２８．４ ０ ０．０ ０ ０．０
１６ ６．２ １ ８．３ １７ ４．４ ２年以上２年６月未満 ４７ ２１．２ ０ ０．０ ０ ０．０
４ １．６ １ ８．３ １９ ２．８ ２年６月以上３年以下 ２５ １１．３ ０ ０．０ １ ５．０
２３５ ９１．４ ５ ４１．７ ７７ ８１．９ 合計（執行猶予） １７６ ７９．３ ０ ０．０ １ ５．０
n ％ n ％ n ％ 実 刑 n ％ n ％ n ％
２ ０．８ ０ ０．０ ０ ０．０ ６月未満 ０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０
８ ３．１ ０ ０．０ ０ ０．０ ６月以上１年未満 ０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０
６ ２．３ ０ ０．０ １ ０．３ １年以上１年６月未満 １６ ７．２ ０ ０．０ ０ ０．０
４ １．６ １ ８．３ ５ ０．０ １年６月以上２年未満 ５ ２．３ ０ ０．０ ０ ０．０
１ ０．４ ０ ０．０ ６ １．４ ２年以上２年６月未満 １２ ５．４ ０ ０．０ ０ ０．０
１ ０．４ ４ ３３．３ ４ ０．６ ２年６月以上３年以下 ８ ３．６ ０ ０．０ １ ５．０
０ ０．０ ２ １６．７ １ ０．３ ３年超え５年以下 ２ ０．９ ３ ４２．９ １０ ５０．０
０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ ５年超え１０年以下 ３ １．４ ４ ５７．１ ７ ３５．０
０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ １０年超え１５年以下 ０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０
０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ １５年超え２０年以下 ０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０
０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ ２０年超え３０年以下 ０ ０．０ ０ ０．０ １ ５．０
２２ ８．６ ７ ５８．３ １７ １８．１ 合計（実刑） ４６ ２０．７ ７１００．０ １９ ９５．０
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３．実刑・執行猶予の判断基準と実刑率
（１） 結果の重大性と前科
実刑・執行猶予の判断基準に関し、変数増減法を用いたモデル式で明らかに
なったのは、業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）では、結果が重
大である場合や、被告人に禁錮以上（執行猶予を含む）の前科がある場合、見
舞金の支払いや被害弁償がなされていない場合には実刑にする傾向があるとい
うことである。他方で、危険運転致死傷罪では、累犯の場合や、禁錮以上（執
行猶予を含む）の前科がある場合、被害者に後遺症が生じている場合、免許取
消・停止や無免許の場合には実刑にする傾向があるということである
（６０）
。これら
の基底にあるのは、「結果の重大性」と「前科」という２つの要素であろう。
ところで、交通犯罪の量刑基準が一元的傾向にあるとかつて指摘されてき
た
（６１）
。いわく、「業務上過失致死傷罪においては量刑基準は概ね一元的に犯罪の
重さという指標によって構成されているように思われる。通常手続により裁判
される事案についていえば、犯罪の重さの最も重いものが長期の体刑の実刑、
ついで短期の体刑の実刑、長期の体刑の執行猶予、短期の体刑の執行猶予、罰
金の順に、犯罪の重さにしたがって一元的に配置がなされているようであ
る
（６２）
」。「刑期の決定基準と実刑・執行猶予の判別基準とが二元的なものとなるか
一元的なものとなるかは、一般に、罪質と執行猶予率の高低によって定まると
いってよい。再犯の虞れがすくなくなるにつれて、次第に犯罪の重さが刑期の
決定のみならず実刑・執行猶予の判別にとって決定的に重要となってくる。ま
た実刑率が高まるにつれ、再犯の虞れに関する因子は、実刑・執行猶予の判別
にあたっても有意性を失っていく。これらが、業務上過失致死傷罪において犯
罪の重さによって一元的に基準が構成されてくる原因である
（６３）
」と。しかしなが
ら、本研究の分析結果からは、結果の重大性、すなわち「犯罪の重さ」に対応
する量刑因子と、前科、すなわち「再犯のおそれ」に対応する量刑因子が実刑
判断に影響することが見てとれ、交通犯罪の量刑基準は一元的傾向にはないと
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解される。
（２） 実刑率
本研究での実刑率については、業務上過失傷害罪（自動車運転過失傷害罪）
では８．６％、業務上過失致死罪（自動車運転過失致死罪）では１８．１％、業務上
過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）では５８．３％であったのに対して、危
険運転致傷罪では２０．７％、危険運転致死罪では９５．０％、危険運転致死傷罪では
１００．０％であった（表６６
（６４）
）。
実刑率に関連することとして、交通犯罪の量刑基準の単純化が指摘されてい
る
（６５）
。いわく、「量刑が厳格化し、殊に実刑率が執行猶予率を大巾に上回るよう
になると、量刑殊に実刑と執行猶予の判別にあたって考慮される因子のうち、
比較的比重の軽いものが次第にその実質的な重みを失うようになり、量刑基準
の大わくが単純な因子から構成されるようになる。今日においては、大まかに
いって、死傷の結果の大小と過失の大小の２つの要素が量刑を決定しているの
であって、たとえば、示談の比重は決定的な意味をもたなくなりつつある。量
刑基準の単純化は他の要因からも起る。すなわち量刑因子は被告人ごとにサブ
カテゴリーが異なる場合に意味のある相対的な性質を有するから、すべての被
告人が同じサブカテゴリーに属するようになると因子としての実質的意味を失
う」と
（６６）
。実刑率が非常に高い危険運転致死罪では量刑基準の単純化傾向が見ら
れるが、業務上過失致死傷罪（特に、業務上過失傷害罪）や危険運転致傷罪で
は量刑基準の単純化の傾向は見られない。
第２節 主な量刑因子の評価
１．過失の態様
上記のように、本研究の分析結果からは、交通犯罪の量刑基準（特に、刑期
の判断基準及び実刑・執行猶予の判断基準）が、主として、「結果の重大性」
に重点が置かれている傾向が看取された。先行研究では、過失の態様や軽重に
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重点を置くべきか（過失主義）、あるいは結果の大小に重点を置くべきか（結
果主義）が論じられ、結果主義的量刑から過失主義的量刑に裁判所の量刑態度
が移行してきたとの指摘がなされていたが
（６７）
、本研究の結果はそれに反し、いわ
ゆる結果主義の傾向が示された
（６８）
。
しかしながら、過失主義の立場であれ、結果主義の立場であれ、結果の大小
と、過失の態様・大小がともに、量刑基準の二大因子であることは異論のない
ところであり
（６９）
、本研究に現れた過失の態様に関連する量刑因子（「事故の態
様」、「飲酒の有無」）についても確認しておきたいと思う。
（１） 事故の態様
変数増減法を用いた業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）の刑期
の判断基準に関するモデル式では、事故の態様がレンジの２位となった。特に
影響しているのは、「複合・その他」（４．５３８）と「車両単独」（－１．２４５）であ
り、「複合・その他」はプラス方向に強く反応する一方で、「車両単独」はマイ
ナス方向に反応している。事故の態様に関しては、その他の変数増減法を用い
たモデル式では上がっておらず、刑期の判断に影響する量刑因子と位置づけら
れる。
対人型事故や対車型事故などが複合する事故に関しては、悪質な過失が影響
しているものと考えられ、また結果的に、被害者が複数死傷する重大な事故と
なることから、刑期が重くなる傾向があるものと解される。他方で、車両単独
型事故は、悪質な過失の事案も存在するが、多くは単純な過失による事案であ
ることから、刑期が比較的軽くなる傾向があるものと考えられる。
（２） 飲酒の有無
飲酒運転による死傷事犯は、酩酊の状態にもよるが、危険運転致死傷罪によ
り処断される場合は除き、仮に業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷
罪）により処断されるとしても、そもそも重大な過失（悪質な運転）と位置づ
けられるものである。
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しかしながら、本研究では、飲酒の有無については、変数増減法を用いた業
務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）の刑種の選択基準に関するモデ
ル式でレンジの１位となっているだけであり、その他の変数増減法を用いたモ
デル式では上がってこなかった。
２．被害者や第三者の過失
被害者や第三者の過失は、その内容により時として被告人の過失を否定する
ものであるが、被告人の過失を否定しない場合においても、量刑上の因子の１
つになることは一般的に承認されている
（７０）
。被告人の過失が重大であれば、被害
者に過失に匹敵するか、あるいはそれ以上の場合でない限り、それほど考慮さ
れることはないが、被告人の過失が軽微の場合には被害者に多少の落度がある
程度でも考慮される
（７１）
。
被害者や第三者の過失については、業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致
死傷罪）の刑期の判断基準に関するモデル式において、レンジの５位に上がっ
てきている。「（被害者または第三者の過失）あり」（－１．９６０）はマイナス方向
に比較的強く反応しており、刑期に関する軽減因子の１つであることが本研究
により見て取れる。
３．示談、被害者の宥恕
示談の成立および被害者の宥恕が被告人に有利な情状であることも、現在で
は一般的に承認されている
（７２）
。
本研究では、変数増減法を用いた危険運転致死傷罪の刑期の判断基準に関す
るモデル式において、「（示談）不成立」（８．１０２）がプラス方向に強く影響して
おり、他方で、「（示談）成立・成立見込み」（－１．３３６）がマイナス方向に反応
していることから、危険運転致死傷罪については、示談の成否が刑期判断にあ
たえる影響が大きいものと解される。また、被害者感情に関し、「宥恕・寛大
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な刑を要求（０．２９３）」が若干プラス方向に反応する一方で、「被害感情大・厳
罰を要求」（４．４８３）がプラス方向に強く反応している。危険運転致死傷罪の場
合には当然のことながら被害感情が厳しい事案が多いと思われるが、その声が
刑期に反映されていることに注目される。
変数増減法を用いた業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）の実
刑・執行猶予の判断基準に関するモデル式では、「被害者感情」がレンジの３
位に上がってきている。「宥恕・寛大な刑を要求」（－０．４９２）がマイナス方向
に反応する一方で、「被害感情大・厳罰を要求」（０．９４１）がプラス方向に反応
しており、被害者の宥恕を含めた被害者感情が実刑・執行猶予判断に影響のあ
る量刑因子であることが確認される。また、示談の成否に関連することとし
て、「（被告人の出捐）なし」（１．６９６）がプラス方向に強く反応しており、被害
弁償が一切なされていない事案については、実刑になる傾向があると解され
る
（７３）
。
示談の成立が刑期の軽減や執行猶予に影響することは本研究の分析結果に
よって検証されたが、示談が未成立であっても、示談成立のための真摯な努力
がなされていること
（７４）
について、量刑上どのように考慮しているかを解明するこ
とはできていない。なお、筆者が本研究の調査のために読んだ判決書におい
て、判決理由のなかでこのようなことを触れている事案がいくつかあったこと
を付記しておきたい。この検証については、今後の研究課題としたいと思う。
４．前科・前歴
被告人の前科・前歴については、先行研究でも量刑上の重要な因子であるこ
とが確認されている
（７５）
。本研究でもそれが確認された。
変数増減法を用いた業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）の実
刑・執行猶予判断に関するモデル式では、前科の有無につき、「禁錮以上（執
行猶予を含む）」（１．６０１）、「交通違反前歴」（０．３７８）がプラス方向に反応する
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一方で、「前科・前歴なし」（－０．４７１）がマイナス方向に反応した。また、変
数増減法を用いた危険運転致死傷罪の実刑・執行猶予判断に関するモデル式で
も同様に、「禁錮以上（執行猶予を含む）」（０．５２３）、「交通違反前歴」（０．２７４）
がプラス方向に反応する一方で、「前科・前歴なし」（－０．１２８）がマイナス方
向に反応した。このように、前科・前歴が実刑・執行猶予の判断に関する重要
な量刑因子であることが本研究により追認された。
おわりに
本研究は、平成１３年から同１９年にかけての刑法改正により、交通犯罪の司法
処理が多様化した状況に関し、その量刑基準の解明を試みたものであった。交
通犯罪の量刑基準は多元的であるが、刑種、刑期、実刑・執行猶予の各判断に
つき、それぞれ一定の規則性があることが確認された。
平成２５年に自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律が
制定され、刑法から独立して特別法化され、処罰類型がさらに多様化した。今
後も交通犯罪の量刑基準について継続して検証し、より精度の高いモデルを構
築したいと思う。
注
（４９） 永井登志彦「刑事交通事件の量刑の動向」法律のひろば２６巻１０号（１９７３年）１９頁。
（５０） 拙稿「自動車運転による死傷事犯の量刑基準」罪と罰５０巻２号（２０１３年）１５７頁～１５８
頁。永井登志彦は、「この種の事案では業務上過失致死傷事件について禁錮刑を選択する
と、主文も禁錮刑となってしまうケースが大部分で、単なる無免許運転や酒酔い運転を
行っただけでも懲役刑を科せられるのに、そのような運転のもとで事故を起こした場合に
は禁錮刑となるというのでは片手落ではないかとの感を抱きやすいところから、結果がそ
れほど重大でなくても懲役刑選択に傾く」と指摘する（永井・前掲注（４９）、１９頁）。
（５１） 拙稿・前掲注（５０）、１５７頁。
（５２） 拙稿・前掲注（５０）、１６６頁。
（５３） 異なる見解として、植野聡「刑種の選択と執行猶予に関する諸問題」大阪刑事実務研
72
究会『量刑実務体系第４巻―刑の選択・量刑』（判例タイムズ社、２０１１年）１９頁～２６頁。
（５４） 植野・前掲注（５３）、１９頁参照。
（５５） 石原一彦「刑法の一部を改正する法律について」法曹時報２０巻７号（１９６８年）４７頁～
４８頁、吉田淳一「刑法の一部を改正する法律について」判例タイムズ２２２号（１９６８年）２５
頁～２６頁を参照。
（５６） 永井登志彦『自動車による業務上過失致死傷事件の量刑の研究（司法研究報告書２１輯
１号）』（１９６９年）２２７頁。
（５７） したがって、これはあくまで量刑の観点からの評価になるが、酒酔い・酒気帯び運
転（道路交通法６５条１項、１１７条の２第１号、１１７条の２の２第１号）、無免許運転（道路
交通法６４条、１１７条の４第２号）、救護不措置（道路交通法７２条１項前段、１１７条）などに
よる死傷事犯は、道路交通法違反との併合罪により、破廉恥罪化していると見ることがで
きるであろう（拙稿・前掲注（５０）、１６６頁）。
（５８） たとえば、甲府地判平２４・９・２０LEX/DB２５４８２９５３〔２名を死亡させ、２名に軽傷を
負わせた自動車運転過失致死傷の事案について、懲役３年以上４年６月以下に処した事
例〕、宇都宮地判平２３・１２・１９LEX/DB２５４８０３８１〔６名を死亡させた自動車運転過失致死
の事案について、懲役７年に処した事例〕、さいたま地判平１９・３・１６LEX/DB２５４２０８６１
〔４名を死亡させ、１７名に重軽傷を負わせた業務上過失致死傷の事案について、懲役５年
に処した事例〕、水戸地土浦支判平１５・１・１０LEX/DB２８０８５３４４〔４名を死亡させ、１名
に重傷を負わせた業務上過失致死傷の事案について、懲役２年８月に処した事例〕、長野
地判平１４・１２・１０LEX/DB２８０８５２１４〔２名を死亡させた業務上過失致死の事案について、
懲役４年６月に処した事例〕、長野地判平１４・５・１ LEX/DB２８０７１００２〔２名を死亡させ、
１名に重傷を負わせた業務上過失致死傷の事案について、懲役５年に処した事例〕、長野
地伊那支平１３・１２・２７LEX/DB２８０７５４１９〔１名を死亡させ、１名に軽傷を負わせた業務上
過失致死傷の事案について、懲役１年４月に処した事例〕などがある。
（５９） 道路交通法違反を伴わない自動車運転過失致死事犯で、処断刑の上限に近い刑が宣告
された事例については、法制審議会刑事法（自動車運転に係る死傷事犯関係）部会の第２
回会議（平成２４年１１月３０日開催）の「〔配布資料９〕「自動車運転による交通死傷事犯事例
集（自動車運転過失致死傷罪の刑が重い事案）」を参照されたい（http : //www.moj.go.jp/
content/000104674.pdf）。
（６０） 危険運転致死罪が適用されたほとんどの事例は刑期が３年を超えることから、ここで
の基準はおもに危険運転致傷罪のものといえよう。
（６１） 香城敏麿「交通事件における量刑の特質」判例タイムズ２６２号（１９７１年）１１７頁。量刑
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基準は一般的に、多元的であると考えられている。刑種の選択基準、刑期の判断基準、実
刑・執行猶予の判断基準はそれぞれ、量刑因子（アイテム）やそのサブカテゴリーの重み
が異なり、同一ではない。たとえば、刑期の判断基準についていえば犯罪の重さが、実刑・
執行猶予の判断基準では犯罪の重さと再犯のおそれが量刑の指標となることが指摘されて
きた（中利太郎＝香城敏麿『量刑の実証的研究（司法研究報告書第１５輯第１号）』（１９６６
年）１頁以下参照）。だがそれに対し、交通犯罪の量刑基準については、一元的傾向にあ
ると香城敏麿は指摘する。
（６２） 香城・前掲注（６１）、１１７頁。
（６３） 香城・前掲注（６１）、１１７頁。
（６４） 過失運転致死傷罪（自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律４
条）では、自動車運転過失致死傷罪の法定刑が据え置かれたが、今後、同罪の法定刑の長
期が引き上げられれば、その標準刑期も多少上がると推測されることから、実刑率も上昇
すると思われる。特に、結果が重大な過失運転致死事犯（同致死傷事犯を含む）の実刑率
が上昇することが予想されることから、宣告刑の変化も織り込んでその是非について議論
しておく必要があろう。
（６５） 香城・前掲注（６１）、１１７頁。
（６６） 香城・前掲注（６１）、１１７頁。
（６７） 山本卓「東京地裁における自動車交通刑事事件の現況と問題点」判例タイムズ１９２号
（１９６６年）４５頁。
（６８） この点につき、結果主義的量刑から過失主義的量刑に変遷し、また新たに結果主義的
量刑に変遷したという見方（新結果主義）と、そもそも過失主義的量刑に移行していなかっ
たという見方の２通りの見方ができる。だが、かつては過失主義的量刑であったことが有
力に主張されてきたこと（たとえば、柏井康夫ほか「〔座談会〕自動車交通事故と刑事上
の諸問題（下）」法曹時報２３巻５号（１９７１年）３２頁～３５頁参照）にかんがみれば、前者の
見方をするべきと思われる。
（６９） 土生照子「刑事交通裁判の量刑と現状」自由と正義２０巻４号（１９７４年）４１頁。
（７０）「過失主義をもって正当とする人も、結果の大小を無視すべしとするものではなく、
第二次的要素として考慮すべきものとしているのであり、過失主義の立場であれ、結果主
義の立場であれ、結果の大小が過失の態様、大小ともに、いわば量刑上の二大因子のひと
つであることは異論のないところであろう」（土生・前掲注（６９）、３８頁）。
（７１） 村上保之助「大阪高裁における刑事交通事件に関する破棄判決からみた量刑の現状」
判例タイムズ２６２号（１９７１年）１９９頁。
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（７２） 裁判の場においても、実際には示談の成否が実刑になるか、執行猶予になるかの分岐
点にもなりかねない実情にあるとされる（柏井ほか・前掲注（６８）、３９頁〔武田昌造発
言〕）。また、刑事訴訟法３９７条２項破棄の事案に関し、示談の成否と被害者の宥恕の有無
を中心に類型化したものとして、原田國男『量刑判断の実際［第３版］』（立花書房、２００８
年）３７９頁～３８３頁参照。同書において、「示談の成否及び被害者の宥恕の有無が量刑上重
要なファクターになりつつある」と指摘されている（同３８４頁）。
（７３） 原田・前掲注（７２）３７９頁以下においても同様のことが言われている。
（７４） 先行研究では、「示談の成立じたいよりも、被告人の生活環境にてらし、示談成立の
ために真剣な努力が払われたかどうかを量刑事情として考慮すべきである」（板倉宏「第
一審における刑事交通裁判の審理の現状―刑事交通裁判はこれでよいか―」自由と正義２０
巻４号（１９７４年）６頁）といった指摘や、「示談の成立は資力の有無、被害者側の要求の
妥当性によるものが大きく、被告人側の真摯な努力にかかわらず不成立になる可能性も
応々にありうるのである。また刑事の量刑に示談の成否特に既弁済が未履行かが影響する
という事実が、被害者との損害賠償交渉を促進し、被害者救済に役立つとの政策的利点を
あげられる向もあるが、逆に資力がないため被告人が切角約束した割賦弁済をなしえなく
なったり、また弁済意欲を失い、かえって被害者の救済に遠くなるという結果にも遭遇す
る。従って、示談については被害を回復せんとする被告人の意思ないし努力を重点に判断
されるべきである」（土生・前掲注（６９）、４０頁）といった指摘がなされている。また、原
田・前掲注（７２）において、被害者の被害感情が強く、示談に応じる姿勢を一切示してい
ないが、被害者は、若干足を引きずる感じはあるが普通に歩くことができ、食事も普通に
していて、通常の生活に格別の支障を生じない程度まで回復していることがうかがわれ、
通院をしなくなって既に１年半以上を経過しており、保険会社も、いつでも示談が進めら
れるような対応をし、被害者本人の気持ちの変化を待っている状態であるという事案に関
し、控訴審が、実刑の原判決を破棄して、執行猶予にした裁判例が紹介されている（原田・
前掲注（７２）、３８４頁～３８５頁）。
（７５） たとえば、山下潔「交通刑事裁判における審理の問題点」自由と正義２０巻４号（１９７４
年）１０頁は、「業務上過失致死傷事件においても共通することであるが、道交法違反の前
科は、量刑にあたって悪い情状としてあげられていることが常識とされている」と指摘し
ている。
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補 論 階層的ニューラルネットワークによる判別分析
本研究の補論として、階層的ニューラルネットワーク（多層パーセプトロ
ン）を用いて、「懲役３年以下」と「懲役３年超え」の判別を行った。階層的
ニューラルネットワーク（多層パーセプトロン）は、情報工学で用いられる統
計的機械学習（データベースなどから一定数のサンプルデータ集合を入力して
解析を行い、そのデータから有用な規則性などを抽出し、アルゴリズムを発展
させるもの）の技術の１つで、隠れ層の設定により、数量化理論よりも複雑な
モデルを構築することができる（非線形データモデリング）。
今回、本分析を行ったのは、執行猶予の場合には求刑から刑期が減軽されな
い傾向があるのに対し、実刑の場合には求刑から刑期が減軽される傾向がある
が、このような傾向を刑期の判断基準に関するモデル式に組み込んで、「３
年」というのを１つの分水嶺として分析上設定したほうが有効なモデル式が構
築できるのではないかと考えたからである。この有効性を検証するために、筆
者はこれまで数量化理論を用いて判別分析を行ったことがあるが、あまり精度
の良い結果が得られなかった。この判別には、より複雑なモデルを形成する必
要があるのではないかと思い至り、補論として本分析を行った次第である。
１．分析手続
（１） 分析対象
全国の地方裁判所において危険運転致死傷罪で起訴され、平成１９年、平成２０
年に同罪で有罪の言渡しを受け、その後確定した裁判例２４８例である（なお、
刑期が顕著に高かった１例を除いたものである）。
（２） 分析方法
分析には、階層的ニューラルネットワーク（多層パーセプトロン）を用い
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た。従属変数（出力ユニット）は、「懲役３年以下」（２２２例）と「懲役３年超
え」（２６例）である。独立変数（入力ユニット）は、本研究の数量化理論を用
いた危険運転致死傷罪における刑期の判断基準の分析に用いた２３アイテム・６３
カテゴリーをもとに、８４ユニットとした。データ統計解析には、IBM SPSS Sta-
tistics 22.0と IBM SPSS Neural Networksを用いた。
２．分析結果
（１） 分析精度
サンプル学習には１６６例（６６．９％）用い、テストには８２例（３３．１％）用いた
（有効数２４８例（１００．０％）、除外数０例）。その結果、極めて高い精度のモデル
が形成された（表１「モデルの要約」を参照）。
隠れ層の数は１、ユニット数は３（活性化関数：双曲線接続）となった（表
２「パラメータの推定値」・図２「ネットワークダイアグラム」参照）。
（２） 独立変数の重要度
独立変数の重要度〔上位１０位〕は、下記のとおりである（表３「独立変数の
重要度」を参照）。上位１位から１０位までにつき検討を加えてみたい（（ ）内
が重要度で、【 】内が正規化された重要度である）。
１位は「負傷者のみ」（０．１７６【１００．０％】）であり、２位は、「死亡者あり」
（０．１２３【７０．１％】）であった。致傷事犯か致死事犯かが判別に大きく影響して
いることを示している。致死事犯の場合には３年以下になることがほとんどな
度数 パーセント
サンプル 学習
テスト
有効数
除外数
合計
１６６
８２
２４８
０
２４８
６６．９％
３３．１％
１００．０％
学習 交差エントロピの誤差
誤った予測値の割合
停止規則の使用
学習時間
１．２８７
０．０％
減少のない１継続ス
テップがエラー ですa
０：００：００．０２
テスト 交差エントロピの誤差
誤った予測値の割合
１８．００６
３．７％
表１ モデルの要約
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表２ パラメータの推定値
予 測 値
隠れ層１ 出力層
H（１：１） H（１：２） H（１：３）
懲役３
年以下
懲役３
年超え
入 力 層
（バイアス） －０．３５２－０．４４２－０．２０９
?
?
性別
男 非該当 －０．０９３－０．２４９－０．０７２
該 当 －０．２９１ ０．４８ ０．１１８
女 非該当 ０．２１６ ０．３５９ ０．２４５
該 当 ０．３８１ －０．２４－０．３２４
年齢
２０歳未満 非該当 ０．９７１－０．１４４ ０．３１８
該 当 ０．０５３－０．２２４ ０．０８８
２０～２９歳 非該当 －０．３０９ ０．４５３－０．２２２
該 当 ０．２１３ ０．２６１ ０．３７８
３０～４９歳 非該当 －０．１５ ０．０６２ ０．１４７
該 当 ０．０９３－０．３２８－０．３８２
５０～６４歳 非該当 ０．１５４ －０．２８－０．２３６
該 当 ０．０７４ ０．４５９－０．２６３
６５歳以上 非該当 ０．５８８ ０．０１ ０．４８８
該 当 －０．２６８－０．０４７ ０．３１
併合罪 非該当 －０．４８９ ０．１２３－０．１０６
該 当 －０．０６３ ０．１３９ ０．１２８
単純一罪 非該当 ０．４０２－０．３４１ ０．１７６
・科刑上一罪 該 当 ０．０８ ０．４１３ ０．１６８
累犯加重 非該当 ０．３３３ ０．１１７ ０．１６３
該 当 －０．３０７－０．０１９ ０．０１７
加害車両
普通・軽乗用車 非該当 ０．６０６－０．３５６－０．１１４
該 当 ０．２６１－０．３８６ ０．４５２
普通・軽貨物車 非該当 ０．２６３ ０．１５４ ０．４９７
該 当 ０．２３１－０．０５１－０．４１５
大型・中型自動車 非該当 －０．３３６ ０．０５６ ０．２２６
該 当 ０．１１９－０．３２１－０．０２２
二輪車（原付を含む）・その他 非該当 －０．１３６ ０．２５５－０．３１９
該 当 ０．４６－０．４１８ ０．３５
被 害 者
死亡者あり 非該当 －０．９２３－０．２８７－０．０３７
該 当 ０．６２３ ０．４ ０．３６
負傷者のみ 非該当 ０．９０３－０．４５１ ０．２３５
該 当 －１．０８２ ０．４２ ０．３１３
後遺症（最も重い負傷者） 非該当 －０．２２９－０．３９２－０．２８２
該 当 －０．５７１ ０．４４４ －０．２３
運転免許
取消・停止、無免許 非該当 ０．２３３－０．３０３ ０．１９６
該 当 ０．１６１－０．１５４ ０．４１７
ひき逃げ
救護不措置 非該当 ０．３１８－０．０７３－０．０４９
該 当 －０．３７９ ０．１９ ０．３７３
不申告 非該当 －０．１５２－０．２６９ ０．１９７
該 当 －０．０２１ ０．４９ ０．４１３
飲酒 非該当 －０．７５１ ０．１８８－０．１４２
該 当 －０．１６６－０．３５５ ０．３２３
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入 力 層
?
?
?
?
?
事故の
態 様
車両対人（自転車乗車中を含む） 非該当 －０．２１８－０．３５２－０．０２８
該 当 －０．３５４ ０．４４６ ０．１４８
車両相互 非該当 ０．３２６－０．４３５ ０．０２３
該 当 ０．２１１ ０．３９１ ０．４３３
車両単独 非該当 －０．１６５ ０．０６７－０．０９３
該 当 －０．２１－０．３５６ ０．４１９
複合・その他 非該当 －０．３３ ０．０６４ ０．１４１
該 当 －０．０１３ ０．０４１ ０．２２
被害者または第三者の過失
非該当 ０．１３２ ０．２８９－０．３６７
該 当 ０．６４４－０．４８２ ０．３７６
示 談
示談の成立・成立見込み 非該当 －０．０４２－０．４７２ ０．１５９
該 当 ０．２５３ ０．０２９ ０．３９４
示談の不成立 非該当 －０．３１１ ０．１７６－０．２９２
該 当 －０．２２８－０．２０３ ０．１９７
被告人の
出 捐
被告人の全額自己負担 非該当 ０．０２４ ０．１５６ ０．３１５
該 当 ０．１０６ －０．１５ ０．２９
被告人の一部自己負担 非該当 ０．０６８ ０．４８２－０．１７３
該 当 －０．１３１－０．３２３ ０．４４８
保険による支払い・その他 非該当 －０．３９４ ０．２７９ ０．２２
該 当 －０．１８３ ０．３２６ ０．０９５
被告人の出捐なし 非該当 －０．２０１ ０．１７１ ０．４２６
該 当 ０．１３９－０．１７７ ０．４２４
前 科 の
有 無
交通違反・その他前歴 非該当 －０．２５ ０．２１４－０．１５３
該 当 －０．１２６ ０．１８９－０．１２４
罰金 非該当 －０．１９５ ０．２８１－０．３６３
該 当 ０．０１８－０．０７９－０．１６４
禁錮以上（執行猶予を含む） 非該当 －０．５８４－０．２２４ ０．４６６
該 当 ０．３２９ －０．０７ ０．１７５
前科・前歴なし 非該当 －０．０５９－０．１０９ ０．３６８
該 当 －０．２４５ ０．３６６－０．３５７
被 害 者
感 情
宥恕・寛大な刑を要求 非該当 －０．０９３ ０．４９９－０．４２９
該 当 －１．０７８－０．３０２－０．３３２
被害感情大・厳罰を要求 非該当 －１．０５－０．２７８ ０．４４９
該 当 ０．６４３ ０．３８７－０．２７１
その他の
量刑に関
する事項
養うべき家族がいる 非該当 －０．３０４ ０．３２２ ０．０６７
該 当 －０．２１５－０．０２４－０．０９７
身元がしっかりしている 非該当 －０．３５８ ０．２３７－０．２８１
該 当 ０．４３６ ０．３９１ ０．１３１
若年である 非該当 ０．１４－０．３８９ ０．２０６
該 当 －０．４５ ０．２３３ ０．４６７
自首した 非該当 ０．６１２ ０．１２ ０．０７１
該 当 ０．７２８ ０．２７３ ０．２６１
隠れ層１
（バイアス） ０．６８４－０．５０４
H（１：１） －２．７２６ ２．２１４
H（１：２） ０．０８９ ０．２３２
H（１：３） ０．１６９ ０．４９５
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表３ 独立変数の重要度
重要度
正規化された
重要度
男
女
２０歳未満
２０歳以上２９歳以下
３０歳以上４９歳以下
５０歳以上６４歳以下
６５歳以上
併合罪
単純一罪・科刑上一罪
累犯加重
普通・軽乗用車
普通・軽貨物車
大型・中型自動車
二輪車（原付を含む）・その他
死亡者あり
負傷者のみ
後遺症あり（最も重い負傷者）
運転免許取消・停止、無免許
救護不措置
不申告
飲酒
車両対人（自転車乗車中を含む）
車両相互
車両単独
複合・その他
被害者または第三者の過失
成立・成立見込み
不成立
被告人の全額自己負担
被告人の一部自己負担
保険による支払い・その他
被告人の出捐なし
交通違反・その他前歴
罰金
禁錮以上（執行猶予を含む）
前科・前歴なし
宥恕・寛大な刑を要求
被害感情大・厳罰を要求
養うべき家族がいる
身元がしっかりしている
若年である
自首をした
．０１１
．００９
．０３３
．０２４
．０１１
．００４
．０３１
．０１６
．０１３
．０２５
．０１６
．００３
．０２２
．０３０
．１２３
．１７６
．０１４
．００３
．０３２
．００８
．０２２
．００７
．００８
．００４
．０１５
．０２６
．０１４
．００４
．００４
．０１２
．００９
．０１５
．００５
．０１０
．０３８
．００８
．０３９
．０９３
．００５
．０３０
．０２１
．００６
６．０％
５．１％
１８．６％
１３．９％
６．０％
２．５％
１７．８％
９．０％
７．６％
１４．４％
８．９％
１．８％
１２．５％
１７．０％
７０．１％
１００．０％
８．０％
１．８％
１８．１％
４．５％
１２．６％
３．８％
４．４％
２．１％
８．３％
１４．７％
８．１％
２．５％
２．３％
６．６％
５．４％
８．６％
３．０％
５．７％
２１．６％
４．８％
２２．０％
５３．０％
２．６％
１６．９％
１２．０％
３．３％
図２ ネットワークダイ
アグラム
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いことが影響しているものと解される。
３位は「被害感情大・厳罰を要求」（０．９３【５３．０％】）であり、４位は「宥
恕・寛大な刑を要求」（０．３９【２２．０％】）であった。刑期に被害者感情が影響し
ていることが見て取れる。
５位は「禁錮以上（執行猶予を含む）」（０．３８【２１．６％】）であった。禁錮以
上の前科は、懲役３年以上とするかを判断する場合にも影響していると考えら
れる。
６位の「２０歳未満」（０．１７６【１８．６％】）と８位の「６５歳以上」（０．０３１【１７．８
％】）はともに年齢に関する因子であり、情状因子として機能しているものと
解される。
７位は「救護不措置」（０．０３２【１８．１％】）であった。ひき逃げは刑期の加重
因子として機能している。
９位は「二輪車（原付を含む）・その他」（０．０３０【１７．０％】）であった。これ
はサンプル数の少なさ（６例）が影響したものであろう。
１０位は「身元がしっかりしている」（０．０３０【１６．９％】）であった。被告人の
情状として機能している。
３．まとめ
独立変数の重要度について示された結果をまとめると、危険運転致死事犯や
同致死傷事犯の場合には、また、危険運転致傷事犯でも、被害感情が大きく、
厳罰を要求している場合には、「懲役３年超え」が判断される傾向があるとい
うことになる。これは、報告者の先行研究（拙稿「自動車運転による死傷事犯
の量刑基準」罪と罰５０巻２号（２０１３年）１６２頁以下）において「危険運転致死
傷罪と刑期の関係」をクロス集計したことで一定の傾向が看取されていたが、
今回の分析により、統計学的に検証されたと言えよう。
量刑の数量化においては、刑期の判断基準を分析するにあたり、まずは階層
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的ニューラルネットワーク（多層パーセプトロン）により、「懲役３年以下」
と「懲役３年超え」の判別を行うことが最適であることが検証された。「懲役
３年以下」の場合には、実刑か執行猶予かということにより、刑期が異なる。
実刑の場合には「求刑の８掛け（あるいは７掛け）」と言われており、執行猶
予の場合とは異なる一定のアルゴリズムが形成されている可能性が高い（もっ
とも、求刑には一定のアルゴリズムが形成されている可能性がある。したがっ
て、求刑内容について、線形もしくは非線形回帰モデルで分析していくことが
最適であろう。また、求刑内容と（実刑の場合の）刑期の関係も検証する必要
がある）。したがって、刑期の判断基準の分析を優先するよりも、実刑・執行
猶予の判断基準に関する分析を優先するほうが最適なモデル式を構築すること
ができると思われる。
この先の分析としては、「懲役３年超え」の場合、すべて実刑ということに
なり、どのような刑期判断がなされているのかだけが関心事となる。この分析
については、線形もしくは非線形回帰モデルで分析していくことが最適であろ
う。今回用いたサンプルで検証を試みたが、「懲役３年超え」が２６例と限られ
ていたため、十分な分析結果が得られなかった。これは今後の課題としたい。
本分析は、２０１１～２０１３年度学術研究助成基金助成金若手研究（B）「裁判員
裁判の量刑判断に関する数量化モデルの基礎的研究」（研究代表者：柴田守）
（課題番号２３７３００６９）の助成を受けた研究の成果の一部である。
82
